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労働安全衛生法の概要
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事業者は、職場における労働者の安全と健康を確保しなければならない。

①安全衛生管理体制を確立し、②労働災害を防止するための具体的措置を実施する義務を負う。

このため、事業者は、

・熱中症対策の実施

・ヒューム、粉じん、
騒音等に対する保護
具等の使用

・構造規格、安全装置の具備

・定期及び作業前の点検の実施

・作業計画、運行計画等の策定

自主的な 健康保持増進措置 快適職場
形成促進

・セーフティアセスメン
ト等の実施

・安全施工サイクル活動
の実施

・職場におけ
る受動喫煙
の防止対策

健康障害防止措置危険防止措置

・安全衛生教育の実施

・足場、手すり等の設置

・誘導者の配置、合図の統一

建設機械等の安全化 作業の安全化

安全衛生活動

・健康診断の実施

・作業の管理

・作業環境測定の実施

・健康教育、健康相談

・体育活動等

・メンタルヘルス対策

労働衛生の三管理 健康の保持増進

具体的措置

労働基準監督官等による監督・指導

（都道府県労働局、労働基準監督署）

安全衛生管理体制の例
（一般的な工事現場の場合）

発注者

関係請負人 関係請負人

特
定
元
方

事
業
者

統括安全衛生責任者
（ 所 長 ）

元方安全衛生管理者

安全衛生
責任者

安全衛生
責任者

関係請負人 関係請負人

安全衛生
責任者

安全衛生
責任者

安全衛生
責任者

関係請負人

安全衛生管理体制の確立



労働安全衛生法の概要
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事業者 労働者

個人事業者

責務
【テキスト Ｐ.37】
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建設アスベスト訴訟の最高裁判決を踏まえた関係省令の改正

事業者が実施すべき事項（罰則付き）

① 労働者以外の者にも危険有害な作業の
一部を請け負わせる場合は、請負人（一
人親方、下請業者）に対しても、労働者
と同等の保護措置を実施。

② 同じ作業場所にいる労働者以外の者
（他の作業を行っている一人親方や他社
の労働者、資材搬入業者、警備員など、
契約関係は問わない）に対しても、労働
者と同等の保護措置を実施。

②同じ作業場所にいる労働者以外の者に対する主な措置
（※）

・危険箇所への立ち入りを禁止する義務
・特定の場所での喫煙・飲食を禁止する義務
・危険性等を掲示して知らせる義務
・事故発生時、退避させる義務

■ 建設アスベスト訴訟の最高裁判決において、労働安全衛生第22条（健康障害防止措置）
は、労働者だけでなく、同じ場所で働く労働者でない者も保護する趣旨との判断がされたこ
とを踏まえ、同条に基づく省令の規定を改正（令和５年４月施行）。

• 上記以外に個人事業者等の安全衛生対策として必要な事項について、
令和４年５月に「個人事業者等に対する安全衛生対策のあり方に関する検討会」を設置し、検討

• 令和５年10月27日に報告書を公表（その後、安全衛生分科会で検討の上、令和７年１月17日付けで建議）

①危険有害な作業の一部を請け負わせる場合の主な措置
・作業時に設備を稼働させる等について配慮する義務
・保護具の使用が必要である旨を周知する義務
・作業方法の遵守が必要である旨を周知する義務
・身体の汚染除去が必要である旨を周知する義務
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※ 今回の安衛法改正により、個人事業者等が「立入禁止」等を遵守する義務も労働者と同様に罰則付きの義務となる

テキスト ｐ.7



○ 既存の労働災害防止対策に労働者と同じ場所で就業する労働者以外の者（個人事業者等）
をも取り込み、労働災害のみならず、個人事業者等の業務上災害の防止を図るため、個人事
業者等自身や事業者（注文者等）に必要な措置を義務付け。

①事業者（注文者等）は、自身が管理
する場所においては、労働者に加え、
当該場所で就業する労働者以外の者
も含めた保護措置を実施する。

②個人事業者等は、労働者と同じ場所
で就業する場合には、自身の安全衛
生確保に加え、同じ場所で就業する
者に危害が生じないよう、必要な事
項を実施する。

※  労働者と異なる場所で就業する場合も上
記に準じた取組を個人事業者等に推奨

個人事業者等の安全衛生対策の基本的な考え方

建設アスベスト訴訟の最高裁判決

○ 建設アスベスト訴訟最高裁判決では、石綿の
規制根拠である安衛法第22条は、労働者だけで
なく、同じ場所で働く労働者でない者も保護
する趣旨との判断がなされている。

最高裁判決を踏まえた対策の基本的な考え方

個人事業者や出入業者（その他の作業者）等が
事業者（注文者等）の事業場内で作業する場合

7

テキスト ｐ.7

第二十二条 事業者は、次の健康障害を防止するため必要
な措置を講じなければならない。
一 原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体
等による健康障害
二 放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧
等による健康障害
三 計器監視、精密工作等の作業による健康障害
四 排気、排液又は残さい物による健康障害
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労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律の概要【令和７年５月14日公布】

多様な人材が安全に、かつ安心して働き続けられる職場環境の整備を推進するため、個人事業者等に対する安全衛生対策の推進、職場
のメンタルヘルス対策の推進、化学物質による健康障害防止対策等の推進、機械等による労働災害の防止の促進等、高年齢労働者の労働
災害防止の推進等の措置を講ずる。

１．個人事業者等に対する安全衛生対策の推進【労働安全衛生法】

既存の労働災害防止対策に個人事業者等も取り込み、労働者のみならず個人事業者等による災害の防止を図るため、
① 注文者等が講ずべき措置（個人事業者等を含む作業従事者の混在作業による災害防止対策の強化など）を定め、併せてILO第155号
条約（職業上の安全及び健康並びに作業環境に関する条約）の履行に必要な整備を行う。

② 個人事業者等自身が講ずべき措置（安全衛生教育の受講等）や業務上災害の報告制度等を定める。

２．職場のメンタルヘルス対策の推進【労働安全衛生法】

○ ストレスチェックについて、現在当分の間努力義務となっている労働者数50人未満の事業場についても実施を義務とする。
その際、50人未満の事業場の負担等に配慮し、施行までの十分な準備期間を確保する。

３．化学物質による健康障害防止対策等の推進【労働安全衛生法、作業環境測定法条】

① 化学物質の譲渡等実施者による危険性・有害性情報の通知義務違反に罰則を設ける。
② 化学物質の成分名が営業秘密である場合に、一定の有害性の低い物質に限り、代替化学名等の通知を認める。
なお、代替を認める対象は成分名に限ることとし、人体に及ぼす作用や応急の措置等は対象としない。

③ 個人ばく露測定について、作業環境測定の一つとして位置付け、作業環境測定士等による適切な実施の担保を図る。

４．機械等による労働災害の防止の促進等【労働安全衛生法】

① ボイラー、クレーン等に係る製造許可の一部（設計審査）や製造時等検査について、民間の登録機関が実施できる範囲を拡大する。
② 登録機関や検査業者の適正な業務実施のため、不正への対処や欠格要件を強化し、検査基準への遵守義務を課す。

５．高齢者の労働災害防止の推進【労働安全衛生法】

○ 高年齢労働者の労働災害防止に必要な措置の実施を事業者の努力義務とし、国が当該措置に関する指針を公表することとする。 等

令和８年４月１日（ただし、１①の一部は公布日、４②は令和８年１月１日、３③は令和８年10月１日、１②の一部は令和９年１月１
日、１①及び②の一部は令和９年４月１日、 ２は公布後３年以内に政令で定める日、 ３①は公布後５年以内に政令で定める日）

改正の趣旨

施行期日

改正の概要

このほか、平成26年改正法において改正を行った労働安全衛生法第53条について、規定の修正を行う。
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テキスト ｐ.7～10



改正労働安全衛生法及び整備政省令に基づく改正内容
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テキスト ｐ.11～16

安衛法31条の3第1項

安衛法15条第1項

安衛法42条第2項



個人事業者の定義など

今回の改正で新たに保護・規定の対象に加える「個人事業者」は、個人であるか、法人で
あるかや、仕事の請負の有無は問わず、「事業を行う者で労働者を使用しないもの」が該当
するため、法人であるか否かは問わず、労働者を使用するか否かで判断する。

また、「個人事業者等」として、中小事業の事業主や役員も含めて保護等を図る。

○ 「個人事業者」 は「事業者」には含まれない。

○ 労働者を使用しているか、否かで、
「事業者」と 「個人事業者」に分かれる

《改正安衛法》

法令上の定義

《改正労働安全衛生法》
事 業 者
事業を行う者で、労働者を使用するもの
（第２条第３号）

個人事業者
事業を行う者で、労働者を使用しないもの
（第31条の３）

テキスト ｐ.11・14



個人事業者等に対する安全衛生対策の推進

○ 個人事業者等の業務上災害の防止、ひいては同じ場で働く労働者の災害防止のため、個人事業
者等を労働安全衛生法による保護対象・義務の主体として位置づけ、次の見直しを行う。

①注文者（建設業におけるゼネコン等）が講じるべき措置の義務付け 安衛法15条・31条
・ 建設業、造船業、製造業の注文者には、その労働者及び関係請負人の労働者の作業が同一
の場所で行われる場合には、混在作業による労働災害防止のため、作業間の連絡調整等の必要
な措置を講じることが義務付けられているところ、この統括管理の対象に個人事業者等を含む
作業従事者を追加する 等

②個人事業者等自身が講じるべき措置の義務付け 安衛法４条
・ 構造規格や安全装置を具備しない機械等の使用禁止
・ 特定の機械等に対する定期自主検査の実施
・ 危険・有害な業務に就く際の安全衛生教育の受講 等

③個人事業者等を含む作業従事者の業務上災害を労働基準監督署に報告する仕組みを整備

○ 業種を問わず、労働者や個人事業者が混在する作業場所を管理する者（※１）に対して、自ら
と請負人が行う作業間の連絡調整等の必要な措置を義務付けることで、日本が未批准のILO基本条
約である第155号条約（職業上の安全及び健康並びに作業環境に関する条約）（※２）の批准につ
ながる。
（※１）例えば、卸売業の事業者が、倉庫で作業する店員と、フォークリフトで商品の搬出をする運送

業者が混在することによる事故を防止するため、連絡調整を行う。
（※２）条約第17条に規定されている「二以上の企業が同一の作業場において同時に活動に従事する場

合の協力義務」が批准に当たっての課題となっている。

改正内容
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注文者等による対策

１ 注文者の責務の範囲の明確化（R7.5）安衛法第３条第３項

●「建設工事の注文者その他の仕事を他人に請け負わせる者」（以下、「注文者
等」といいます。）は、施工方法、作業方法、工期、納期等について、安全で
衛生的な作業の遂行を損なうおそれのある条件を付さないように配慮しなけれ
ばならないこととしたこと。

〇注文者等は、事業主体ではない個人や一般消費者等も含む趣旨であるが、安全で衛生的な作業の遂行を損
なうおそれのある条件を付さないように配慮しなければならない。

〇注文者等が仕事を注文する際、①作業場所、②作業方法、③作業に使用する機械・設備等、④作業に使用
する原材料等、⑤作業時間帯等を指定する場合には、当該指定が「安全で衛生的な作業の遂行」に影響
を及ぼすことがあることから、指定内容に応じ、安全衛生上、留意すべき情報等を明示する等の配慮が
必要である。

〇指定内容によって安全衛生教育・研修の受講や機械等の検査等に要した費用についても、当該費用のうち、
当該教育・研修や検査の有効期間を受注した仕事に要する期間で按分した金額を安全衛生経費として計
上するなどの配慮が必要である。

〇注文内容の変更に伴って、教育・研修や機械等の検査等が新たに必要となるような場合については、これ
に要する費用については、注文者が負担することが適当であるため、請負金に当該費用を追加するなど
の配慮が必要である。

〇「施行方法、作業方法、工期、納期等」には、工程・請負金の費目等が含まれる。

〇「安全で衛生的な作業の遂行を損なうおそれのある条件」には、無理な工期・納期の設定や変更、当初予
定していなかった条件の注文後の付加等が含まれる。
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注文者等による対策

２ 統括安全衛生責任者の選任（R8.4）安衛法第15条

● 特定元方事業者等が統括安全衛生責任者を選任しなければならない場合を、

その労働者である作業従事者（事業を行う者が行う仕事の作業に従事する者）

（当該労働者である作業従事者のほか、労働者以外の当該特定元方事業者に係る

作業従事者がある場合には当該者を含む）及び関係請負人に係る作業従事者

が一の場所において作業を行うときとしたこと。

〇特定元方事業者が、統括安全衛生責任者に行わせる統括管理の対象について、

特定元方事業者又は関係請負人の労働者に加え、これらに係る労働者以外の

作業従事者（事業を行う者が行う仕事の作業に従事する者をいう。）を含める

こととしたこと。

〇建設業の元方事業者が、店社安全衛生管理者に行わせる統括管理の対象に

ついても同様であること。
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注文者等による対策

【一の場所の一般的な例】 【統括安全衛生責任者等の選任要件】

「一定の橋梁」とは、人口が集中している地域内の道路もしくは道路に隣接した

又は鉄道の軌道上もしくは軌道に隣接した場所をいう。（安衛則第18条の2）

15
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規模：作業従事者数



注文者等による対策

３ 注文者の講ずべき措置（R8.4）安衛法第31条

● 特定事業の仕事を自ら行う注文者は、建設物等を当該仕事を行う場所に

おいてその請負人に係る作業従事者（労働者及び労働者と同一の場所において

仕事の作業に従事する労働者以外の作業従事者に限る。）に使用させるときは、

当該建設物等について、労働災害を防止するため必要な措置を講じなければ

ならないこととしたこと。

〇元方事業者又は注文者が講ずべき措置の対象に、労働者と同一の場所で仕事の作業に従事する労働者以外

の作業従事者を含めることとしたこと。これにより、労働者に加え、労働者以外の作業従事者が建設業等

の仕事の作業を行う場合も、安衛法第30条に基づく措置義務の対象となるなど、元方事業者又は注文者が

講ずべき措置の対象範囲の拡充が図られたものであること。

16

テキスト ｐ.12・15

【改正前】 【改正後】
請負人の労働者 請負人に係る作業従事者拡大



注文者等による対策

17

テキスト ｐ.12・13

次のような場所が「労働者と同一の場所」に含まれること。

①同一空間で同時に作業が行われる場所
物流倉庫の荷捌き場において、労働者と労働者以外の作業従事者により、同一のフォークリフト作業区域内

で荷役作業が同時に行われる場所
工場の製造ラインにおいて、労働者と労働者以外の作業従事者により、同一の建屋内で同一設備を用いて同

時に作業が行われる場所

②同一空間を超えて、危険性又は有害性等が及ぶおそれのある作業が行われる場所（同一の敷地
内であっても、完全に区画された別棟での作業など、物理的に遮断され、危険性又は有害性等が
及ぶおそれのない作業が行われる場所を除く。）

同一建物内の異なる階層又は区画で作業している場合であって、一の階層又は区画で発生した爆発、火災、
有機溶剤、粉じん等が他の階層又は区画に影響を及ぼすおそれのある作業が行われる場所

林業の伐採現場において、労働者が伐倒作業を行う区域と、労働者以外の作業従事者が集材又は造材作業を
行う区域が区画上は分かれているものの、伐倒木の倒伏方向、転落木、飛散物又は重機の旋回範囲等によって
は、危険を及ぼすおそれのある作業が行われる場所

③労働者と同時に作業を行うものではないが、時間的に近接し、危険性又は有害性等が残存する
おそれのある作業が行われる場所（作業と作業の間に十分な時間が空いており、時間的に遮断さ
れ、危険性又は有害性等が及ぶおそれのない作業が行われる場所を除く。）

労働者以外の作業従事者が有機溶剤を使用し退出した後、十分な換気がなされないまま、同一場所において
労働者による内装作業が行われる場所

労働者以外の作業従事者が危険物の取扱作業の終了後、退出し、爆発性雰囲気が残存しているおそれがある
状態で、労働者による他の作業が行われる場所



作業従事者の定義など

「作業従事者」は、作業の内容如何にかかわらず、事業を行う者が行う仕事の作業
（危険有害な作業に限らず、現場監督、記録のための写真撮影、荷物の搬入等も含ま
れる。）に従事する者をいうこと。
「作業従事者」に該当するか否かの判断に当たっては、契約形式等にかかわらず、

実際に当該現場において仕事の作業を行っているかどうかを基準として、個別具体的
に判断されるものである。
一方で、見学者等当該場所に立ち入るものの、作業は行わないものは、通常は作業

従事者には該当しないことに留意すること。

【作業従事者に含まれるもの】
① 事業者（当該事業者が元方事業者、関係請負人等に当たる場合を含む。）の労働者
② 事業者又は個人事業者（当該個人事業者が元方事業者、関係請負人等に当たる場合を含む。）が

法人である場合の代表者又は役員
③ 法人でない事業者又は個人事業者のいわゆる個人事業主
④ 個人事業者の家族従事者



作業従事者の定義など

業 種 労働者数

金融業、保険業、不動産業、小売業 ５０人

卸売業、サービス業 １００人

上記以外の業種 ３００人

〇中小事業の業種及び規模



注文者等による対策

２ 注文者等が行う措置の対象に「個人事業者等」を含める（R8.4）安衛法第33条・第34条

・ 建設業等の元方事業者が実施する統括管理の対象（※）、機械等貸与者等の講ずべき
措置の対象及び建築物等貸与者の講ずべき措置の対象に「個人事業者等」が含まれるこ
との明確化

※ 「個人事業者等」は関係請負人として、元方事業者が講じる措置に応じて必要な措置を講じること等が義務付

けられる。

・ 近年の作業実態や労働災害の発生状況を踏まえ、従来の機械等貸与者の措置対象機械
等と同様に、

◇機械等貸与者がリースすることが一般的で、不特定の場所に自走する機械であって、

◇運転の業務に際して必要な資格等が定められ、

◇一定の労働災害が発生しているものの対象機械について、

「移動式クレーン」等に限定されている対象機械等に、

他の危険性が高い機械

〇フォークリフト、ショベルローダー、フォークローダーを追加

・ 建築物等貸与者の対象建築物について、

◇ 「事務所」、「工場」に限定事業の用に供されるあらゆる建築物を対象とし、

〇当該建築物に関して講ずべき措置

（共有部分の墜落危険箇所の防護、安全な通路の保持）を追加
20

テキスト ｐ.13



（参考）注文者等が講じるべき措置（作業間の連絡調整）のイメージ

≪見直し前≫

≪現行≫

個人事業者等による混在作業の位置付けを明確化

関係請負人

(個人事業
者)

注文者

労

関係請負人

労

関係請負人

労

個人事業者
による混在作業の
位置付けが不明確

混在作業

関係請負人

(個人事業者等)

注文者

労

関係請負人

労

関係請負人

労

混在作業 混在作業

21



注文者等による対策

３ 建設業等以外の業種の混在作業場所における連絡調整（R9.4）安衛法第30条の4

・ ３業種（建設業・造船業・製造業）や仕事の枠にかかわらず、「一の場所」で行われ
る混在作業（荷の搬入・搬出作業や機械・設備のメンテナンス作業等所属する事業主体
が異なる労働者や労働者以外の作業従事者により、近接し又は輻輳して行われる作業）
に着目し、混在作業場所を管理する者（作業場所管理事業者）に作業間の連絡調整等の
一定の措置を求める枠組みを新たに創設

事業者

≪現行≫

混在作業
運送業者等

事業者による
安全衛生管理の対象外

≪見直し後≫

自社と運送業者間等の連絡調整の義務

現行規制

新たな枠組

事業場における
労働災害防止のための安全衛生管理

作業場所
管理事業者

運送業者等

現行規制

事業場における
労働災害防止のための安全衛生管理

22

混在作業
例）倉庫内で作業する
自社労働者と運送業者

の作業が混在

テキスト ｐ.15



安衛法第30条の４に規定する「一の場所」の考え方

23

テキスト ｐ.15

〇 単に物理的に同じ敷地又は建物内にあることのみをもって判断される
ものではなく、その場所において行われる複数の作業が相互に関連し、
又は交錯することにより、作業間の連絡又は調整が不十分である場合に
労働災害が生ずるおそれがある範囲をいうもの。

〇 必ずしも物理的又は地理的に完全に同じ区域内に限定されるものでは
なく、区画、建物、階層等が異なる場合であっても、作業相互の影響に
より労働災害が生ずるおそれがあり、作業間の連絡又は調整が必要と
なる関係にあると認められる場合には、「一の場所」に該当する。

〇 複数の作業が同時に又は前後して行われ、相互に安全衛生上の影響を
及ぼし得る区域は、通常、「一の場所」として捉えるべきもの。

〇 同じ敷地内であっても、作業区域が明確に区画され、人員及び車両の
動線が分離される等により、相互の作業が安全に影響を及ぼさないと
認められる場合には、「一の場所」に該当しない。



安衛法第30条の４に規定する「一の場所」の考え方

24

テキスト ｐ.15

【例】
⚫ 建設工事が行われている構内において、施工に係る作業と資材納入、設備工事、清掃等の作業とが

同時に又は前後して行われる区域

⚫ 建設工事現場の周辺又は出入口付近において、車両誘導、交通整理又は警備の業務が、工事用車両
又は搬入車両の通行と同時に又は前後して行われる区域

⚫ 工場構内において、生産作業と保全工事、設備改造、運搬等の作業とが同時に又は前後して行われ
る区域

⚫ 荷役、搬入出、検品等の作業が同時に又は前後して行われる荷捌き場又はバース

⚫ ビル（商業施設を含む。）において、営業活動と、バックヤードにおける荷役、搬入、設備点検、
改修等の作業とが同時に又は前後して行われる区域

⚫ 卸売市場において、荷受け、運搬、陳列、清掃等の作業が同時に又は前後して行われる取扱区域

⚫ プラントにおいて、設備の運転と修理又は改造工事とが同時に又は前後して行われる範囲

⚫ 農業のほ場、集荷場、選果場、農業用施設等の作業場所において、収穫、農薬散布、機械整備、運
搬等の作業が同時に又は前後して行われる区域

⚫ 林業の伐採現場、造材場所、集材地点、土場等の作業場所において、伐倒、造材、集材、運搬、機
械整備等の作業が同時に又は前後して行われる区域



個人事業者等自身による措置

１ 労働災害防止に関する措置への協力（R8.4施行）安衛法第４条

・ 本条に基づく労働者の労働災害防止のための必要な事項の遵守のほか、事業者
その他の関係者が実施する労働災害の防止に関する措置への協力の努力義務につ
いて、労働者と同一の場所で仕事の作業に従事する労働者以外の者にも課すこと
としたこと。

２ 構造規格又は安全装置を具備していないものの使用禁止（R9.4施行）安衛法第42条

・ 厚生労働大臣が定める規格又は安全装置を具備すべき機械等の使用に伴う危険
は、事業者が労働者に機械等を使用させる場合に限らず、労働者と同一の場所に
おいて作業を行う労働者以外の作業従事者が機械等を使用する場合にも同様に生
ずる。

・ 機械等の検査の不備に伴う危険は、当該機械等を事業者が労働者に使用させる
場合に限らず、労働者と同一の場所において作業を行う労働者以外の作業従事者
が機械等を使用する場合にも同様に生ずる。

・ 機械等の安全確保の観点から、作業従事役員等は、自ら当該機械等を持ち込み、
労働者と同一の場所において、当該機械等を使用した作業を行う場合には、当該
機械の規格又は安全装置を具備した機械等を使用すること。

・ 機械等の貸与を受けた作業従事役員等は、貸与を受けた機械等を労働者と同一
の場所において使用する場合には、当該機械等が構造規格又は安全装置を具備し
ていることを確認すること。

・ 事業者が自ら保有する機械等を作業従事役員等に一時的に貸与する場合は、当
該機械等が構造規格又は安全装置を具備していなければ貸与してはならないこと。

25

テキスト ｐ.13～16



個人事業者等自身による措置

３ 定期自主検査の実施（R9.4施行）安衛法第45条
・ 個人事業者に係る作業従事役員等が、労働者と同一の場所において仕事の
作業を行う場合には、車両系建設機械や移動式クレーン等について定期自主
検査を行い、及びその結果を記録しておかなければならない。

・ 事業者が自ら保有する定期自主検査の対象となる機械等を個人事業者に貸与
する場合は、貸与を受けた個人事業者が必要な検査が実施され、その結果が
記録されていることを確認した上でこれを使用することができるよう、当該
検査の実施状況及びその結果を個人事業者に共有すること。

４ 危険有害業務に関する安全衛生教育の実施（R9.4施行）安衛法第59条・第60条の２

・ 作業従事役員等は、労働者と同一の場所において危険又は有害な業務に就く
ときは、当該業務に関する安全又は衛生のための特別の教育を受けなければ
ならないこと

・ 特別教育のほか、作業を行う場所における安全衛生の水準の向上を図るため、
安全又は衛生のための教育を受けるように努めなければならないこと。

・ 作業従事役員等が作業を行う場所を管理する事業者（元方事業者等）は、
当該場所で作業を行う作業従事者による災害の防止に資するよう、当該作業
従事役員等が行う作業内容に応じ、必要となる安全衛生教育等の受講、技能
講習の修了又は免許の取得の有無等を確認することが望ましいこと。

26

テキスト ｐ.13～16



災害報告制度等①（R9.1）

○ 個人事業者等の業務上の災害の把握等

１ 報告対象・報告時期

休業４日以上の死傷災害（脳心・精神事案は別途措置。）について､労働基準監督署に遅滞なく報告

２ 報告主体

・ 個人事業者等が死亡した場合等は、「特定注文者」等（※）が労働基準監督署に報告
※ 「特定注文者」とは、「個人事業者等が行う仕事の注文者であって、災害発生場所（事業場等）

において業務を行っている者のうち、個人事業者等から見て直近上位のもの」をいう。
「特定注文者」が存在しない場合には、災害発生場所（事業場等）を管理する事業者
（「災害発生場所管理事業者」という。）が労働基準監督署に報告。

・ 個人事業者等が災害発生の事実を伝達・報告することが可能な場合は、「個人事業者等」が

「特定注文者」等に報告し、報告を受けた「特定注文者」等が監督署に報告

・ 個人事業者等が中小企業経営者や役員である場合は、上記にかかわらず所属企業が監督署に報告
※ 個人事業者等本人や個人事業者等が加入している業種・職種別団体から監督署への情報提供も可能

３ 報告事項

・ 発生場所、災害発生日時、被災者に関する情報（氏名、年齢、性別、業種等）、報告者に関する
情報、被災程度、災害の概要・原因など

４ その他

・ 個人事業者等が「特定注文者」等に報告したことを理由とする特定注文者等による不利益取取扱
いの禁止

・ 脳・心臓疾患及び精神障害に関しては、災害報告とは別に、個人事業者等自身が労働基準監督署
に報告できる（報告事項には、上記３に加え、「発症と関連のある情報」も含む。） 27



（参考）個人事業者等の業務上災害報告制度に係るイメージ図

※ 災害発生場所において個人事業者等が労働者と同じ場所で就業していた場合に限る。
また、個人事業者等が中小企業経営者や役員の場合は、所属企業が報告主体となる。

死亡した場
合や入院中
などにより
災害発生の
事実を伝達
することが
困難な場合

労

働

基

準

監

督

署

休業４日未満
等報告義務対
象外の災害

個人事業者等が特定注文者に報告、その
内容を踏まえて、特定注文者が監督署に
報告

特定注文者が存在しない場合は、個人事
業者等が災害発生場所管理事業者に報告、
その内容を踏まえて、災害発生場所管理
事業者が監督署に報告

特定注文者、災害発生場所管理事業者の
いずれも存在しない場合は、個人事業者
等自らが監督署に情報提供

特定注文者が把握した場合に報告

特定注文者が存在しない場合は、災害発生
場所管理事業者が把握した場合に報告

特定注文者、災害発生場所管理事業者のいずれも
存在しない場合は、報告義務対象外
※ 個人事業者等が加入している関係団体等による
 情報提供は可能

休業４日未満等報告義務対象外の災害は、
個人事業者や個人事業者が加入している
団体等が情報提供可能

休
業
４
日
以
上
の
死
傷
災
害

災害発生の
事実を伝達
することが
可能な場合

報告義務
(罰則なし)

情報提供

※

被災程度
個人事業者等
（被災者）

特定注文者
災害発生場所
管理事業者

考え方
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災害報告制度等②（R8.4）

○ 個人事業者等による労働基準監督署
への申告

１ 労働基準監督署等への申告

・ 個人事業者等が就業する場所や請け
負った作業に関し、労働安全衛生関係
法令に違反する事実がある場合につい
ては、労働者の場合と同様（※）、都道
府県労働局長、労働基準監督署長又は
労働基準監督官に対して申告して是正
のため必要な措置をとるように求める
制度を創設

（※）労働安全衛生関係法令上の個人事業者等に
対する保護・規制の範囲は、労働者の場合
とは異なるため、申告対象の範囲も異なる

２ 申告を理由とした不利益取扱いの禁止

・ 個人事業者等の契約相手方は、個人
事業者等が申告をしたことを理由とす
る不利益取扱いの禁止

申告の権利の確保と不利益取扱の禁止

⚫作業従事者は事業場に労働安全衛生法等の規定に違反す

る事実があるときは、その事実を都道府県労働局長、労

働基準監督署長又は労働基準監督官に申告して、是正の

ため適当な措置をとるように求めることができる。（安衛
法第97条第１項関係）

⚫注文者、機械等貸与者その他作業従事者に係る事業を行

う者の契約の相手方は、当該申告を理由として、当該事

業を行う者に対し、取引の停止その他の不利益な取扱い

をしてはならない。（安衛法第97条第３項関係）

都道府県労働局長
労働基準監督署長
労働基準監督官

個人事業者等

申
告

契
約
の
相
手
方

是正

取引の停止等の不利益
な取扱いの禁止



○ ストレスチェックは労働者50人以上の事業場に義務付けられていた（50人未満は努力義務）ところ、令和7年５月に
公布された改正労働安全衛生法により、これを全ての事業場に義務化する。

※ 小規模事業者が円滑に制度改正に対応できるよう、

・ 50人未満の事業場に即した、労働者のプライバシーが保護され、現実的で実効性のある実施体制・実施方法についてのマニュアルの作成

・ 医師による面接指導の受け皿となる「地域産業保健センター」（地さんぽ）の体制拡充 等の支援策を講じていく。

また、50 人未満の事業場の負担等に配慮し、十分な準備期間を設ける（施行期日は公布後３年以内に政令で定める日 ⇒ 令和10年4月1日）。

改正内容

○ 事業場におけるメンタルヘルス対策については、メンタルヘルス不調の未然防止の観点で、平成27年12月にストレスチェッ
ク制度が導入されたが、50人未満の事業場では努力義務にとどまっていた。

背景

（ストレスチェック制度の流れ）

職場のメンタルヘルス対策の推進

医師の面接指導
検査結果を集団(職場)
ごとに集計・分析

就業上の措置

メンタルヘルス不調を未然に防止

労働者のストレスに関する検査（質問票）

検査結果を本人に通知

ストレスへの気付き・セルフケア

高ストレス者

職場環境の改善

（申出）

ストレスチェック

医師の面接指導
集団分析・職場環境改善
※努力義務
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のメンタルヘルス対策支援
（島根産業保健総合支援センター）

メンタル不調で休職した従業
員の職場復帰に向けて職場と
してどのように配慮したら良
いのだろう…

50人未満の事業場でもストレス
チェックが義務付け？
どのように進めていけばよい？

労働者・管理監督者向けにメン
タルヘルス研修をしてほしい

利用
無料

支援内容

お問い合わせ ０８５２-５９-５８０１ 申込はこちらから→



（地域産業保健センター）

をご利用ください！

小規模事業場（労働者数50人未満）の事業者や
そこで働く人に対し、産業保健サービスを提供。

利用
無料



（地域産業保健センター）

県内の

＜申込方法＞
①右記QRコードを読み取り、しまねさんぽセンターホームページ
より申込書をダウンロード。

②必要事項を記入の上、管轄の地さんぽへFAXを送信。

＜留意点＞
＊利用申込は１事業場あたり年２回まで
＊公務員は対象外

申込書のダウンロード
はこちらから↑↑



（注）ＧＨＳ：2003年7月に国際連合から公表された「化学品の分類および表示に関する世界調和システム（Globally Harmonized System of Classification and 
Labelling of Chemicals）」。日本では「日本産業規格Ｚ7252（ＧＨＳに基づく化学品の分類方法）」において化学品の分類方法が定められてお
り、これに基づく分類判定の結果を用いて、ラベル表示・ＳＤＳ交付等の義務対象物質を特定している。

（
令
和
８
年
４
月
１
日
～
）

約
２
，
９
０
０
物
質

【R6.4.1~】危険性・有害性が確認さ
れた全ての物質を対象に、物質や作
業場等の状況に応じた規制に転換

・ラベル表示、SDS交付、リスクア
セスメント、ばく露低減措置を義
務化

・リスクアセスメントの結果に基づ
く措置については、ばく露を最小
限に（特に濃度基準値がある物質
は濃度基準値以下に）するための
措置を事業者が適切に選択して実
施

製造・使用等禁止物質
（石綿等）（８物質）

特別規則対象物質
（約300物質）
※法令上約100物質

国によるGHS分類によ
り危険性・有害性が確
認された化学物質
（リスクアセスメント
対象物）

R6.4.1～ 約1,100物質

R7.4.1～ +約700物質

R8.4.1～ +約800物質

（以降も順次追加）

GHS未分類物質

【従前】特定の化学物質に対す
る一律の規制が中心

○ 化学物質管理については、物質の多様化や国際的な潮流に従い、化学物質ごとの個別具体的な法令による規制から、事業者等による自律

的な管理を基軸とする規制へ、安衛法体系の抜本的見直しが行われたところ。（令和４年から政省令改正・順次施行）

○ これにより、化学物質の譲渡・提供者による「危険・有害性情報の表示（ラベル）及び通知（SDS（※）の交付等）」や事業者による「リ

スクアセスメントの実施」が必要となる化学物質が、令和８年４月には、危険性又は有害性がある全ての化学物質（国際的な基準に従い分

類した約2,900物質）に拡大された。

（※）安全データシート（Safety Data Sheet）の略語。化学物質を譲渡または提供する際に、その化学物質の物理化学的性質や危険性・有害性及び取扱

いに関する情報を、譲渡または提供する相手方に通知する文書のこと。

背景
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化学物質による健康障害防止対策等の推進
テキスト ｐ.8



○ 化学物質の譲渡・提供時における危険有害性情報の通知制度（SDS）の履行を確保するため、次の見直しを行う。
・通知義務違反に対する罰則の新設
・通知事項を変更した場合の再通知（現行は努力義務）の義務化

○ SDSについて、EU等の仕組みを参考に、化学物質の成分名に企業の営業秘密情報が含まれる場合においては、有害性が相対
的に低い化学物質に限り、通知事項のうち成分名について代替名等の通知を認める。なお、この場合においても、非開示とでき
るのは成分名のみであり、人体に及ぼす作用、講ずべき応急の措置等については非開示を認めない。また、医師が診断及び治療
のために成分名の開示を求めた場合は直ちに開示することとする。

○ 危険有害な化学物質を取り扱う作業場の作業環境において、労働者が有害な因子にばく露する程度を把握するために行う個人
ばく露測定について、その精度を担保するため、法律上の位置付けを明確にし、有資格者（作業環境測定士）により実施しなけ
ればならないこととする。

○ 労働安全衛生法に基づき、
・ 危険有害な化学物質を譲渡・提供する者（メーカー、卸売等）には、次の義務が課されている。
①名称や人体に及ぼす作用などの危険有害性情報をラベル表示する義務
②譲渡・提供する相手方に文書（ＳＤＳ）を交付して、成分・含有量などの危険有害性情報を通知する義務

・ 譲渡・提供を受けたユーザー企業等は、①②の情報を踏まえた③危険性・有害性等の調査（リスクアセスメント）を行い、その結果に基づ
いて④必要なばく露低減措置（例：適切な保護具の使用）を講ずる義務が課されている。

令和８年４月には①～④の対象物質が約2,900に拡大

製造メーカー
輸入業者

卸売業者 化学物質使用事業者
（ユーザー）

●●●

危険

○○○○○・・・
△△△△・・・・

安全データシート
（SDS）
●●●
---------------------
---------------------

----------
----------
-
----------
----------
-

①ラベル表示
②ＳＤＳ交付

①ラベル表示
②ＳＤＳ交付

●●●

危険

○○○○○・・・
△△△△・・・・

安全データシート
（SDS）
●●●
---------------------
---------------------

----------
----------
-
----------
----------
-

③個人ばく露測定（※）

を含むリスクアセス
メント

（※）労働者の身体に装着
したサンプラーを用い
て化学物質のばく露の
程度を測定する方法

④ばく露低減措置

危険・有害性情報の通知制度

※③、④は製造メーカー等においても実施

改正内容
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○ 製造許可申請の審査のうち特定機械等の構造に係る基準の審査について、民間の登録機関が行えるようにする。

○ 製造時等検査について、移動式クレーン及びゴンドラも民間の登録機関が行えるようにする。

○ 民間の登録機関の業務の適正な遂行を担保するため、適切な登録要件の設定、要件に適合しなくなった場合の行政処分などの仕組みを整備する。

○ 民間の登録機関の不正防止のための措置その他の所要の改正を行う。

改正内容

○ 危険な作業を必要とする特定機械等（ボイラー、クレーン等）については、安全性能を確保するために、製造許可及び製造時等検査制度
を設けるとともに、設置時、使用時の各段階における検査を義務付けている。

○ 新技術の誕生に伴い設計・検査手法の高度化・専門化が必要となっているところ、ＥＵ諸国をはじめとした諸外国では、専門性を持つ民
間の検査機関の活用が進んでいる。これまで一部検査について民間移管を進めてきたが、特定機械等の安全性を確保した上で労働災害を効果的
に防止するため、更なる行政の効率化や民間活力の活用を促進する必要がある。

○ また、技能講習を実施する民間登録機関が不正に技能講習修了証を交付する等の不正事案が生じており、その防止対策を強化する必要がある。

背景

民

間

移

管

済

今

回

新

た

に

民

間

移

管
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機械等による労働災害の防止の促進等
テキスト ｐ.9・24～30



○ 高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、作業管理その他の必要な措置を
講ずることを事業者の努力義務とする。

○ 厚生労働大臣は、事業者による措置の適切かつ有効な実施を図るため、「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライ
ン」（エイジフレンドリーガイドライン）を参考に、高年齢者の労働災害防止のための指針〈エイジフレンドリー指針〉を定め、
当該指針に従い、事業者又はその団体に対して必要な指導、援助等を行うことができるものとした。

改正内容

○ 休業４日以上の死傷者数は近年増加傾向にあり、この要因として、高年齢労働者の労働災害の増加が挙げられる。

○ また、高年齢労働者は、他の世代と比べて、労働災害の発生率が高く、災害が起きた際の休業期間が長い。

背景
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労働災害による死傷者数

（全年齢に占める60歳以上の割合）
全年齢 60歳以上 60歳以上の割合

59.5%

66.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

19歳以下 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

１週間未満

１週間以上

２週間以上

１か月以上

２か月以上

３か月以上

年齢層別 労働災害発生率（休業４日以上死傷度数率）
（令和６年）

年齢層別 労働災害による休業見込み期間（令和６年）

（人）

2.85 

1.43 

0.89 0.88 0.91 
0.95 

1.07 

1.22 

1.43 

1.71 

2.23 

2.63 
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1.27 
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※度数率＝労働災害による死傷者数/延べ実労働時間数×1,000,000

高齢者の労働災害防止の推進
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施行スケジュール（予定）

2 0 2 5年
（ R７ ） 年 度

2 0 2 6
（ R８ ） 年 度

2 0 2 7
（ R９ ） 年 度

2 0 2 8
（ R 1 0）

年度
…

2 0 3 0
（ R 1 2） 年 度

１．個人事業者等
に対する安全衛生
対策の推進

注文者等が
講ずべき措置

個人事業者等自身が
講ずべき措置

業務上災害の
報告制度

業種を問わない混在
作業での措置

２．職場のメンタ
ルヘルス対策の

推進

ストレスチェックの
実施事業場拡大

３．化学物質によ
る健康障害防止対

策等の推進

SDS強化

代替化学名通知

個人ばく露測定

４．機械等による
労働災害の防止の

促進等

設計審査及び製造時
等検査の一部の民間

移管

登録機関・検査業者
の不正対処・欠格要

件強化

５．高齢者の労働
災害防止の推進

高齢者の
労働災害防止対策

６．治療と仕事の
両立支援の推進

職場における治療と
仕事の両立支援

５月14日法律
公布・一部施行 ４

月

４

月

４

月

４

月

６月11日
法律公布

改正項目

令和８年
４月施行

令和９年４月施行

令和９年１月施行

令和10年4月1日

令和８年
４月施行

令和８年
10月施行

令和12年
4月1日

令和８年
１月施行

令和８年
４月施行
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令和９年４月施行

令和８年
４月施行



48

1. 労働安全衛生法の概要

2.個人事業者等に対する安全衛生対策の推進に係る
法改正までの経緯

3. 改正労働安全衛生法の概要

⚫ 「注文者等」による対策

⚫ 「個人事業者等」自身による対策

⚫ 災害報告制度等

⚫ 職場のメンタルヘルス対策の推進

⚫ 化学物質による健康障害防止対策の推進

⚫ 機械等による労働災害の防止の促進等

⚫ 高齢者の労働災害防止の推進

4．治療と就業の両立支援



職場における治療と就業の両立支援
の取組が、令和８年４月１日から、
事業主の努力義務になりました。

改正労働施策総合推進法
により、令和８年４月１
日から、職場における治
療と就業の両立支援の取
組が、事業主の努力義務
になりました。
治療と就業の両立支援指
針を踏まえ、社内の環境
整備や必要な両立支援の
措置を講ずることが求め
られます



疾病を抱える労働者を取り巻く状況①

資料出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」

(万人)

１．入院者は含まない ２．15歳以上の者 ３．就業者数は世帯人員のうち「仕事あり」の者
４．2016年の数値は、熊本県を除いたもの

1519 
1738 1728 1824 1977 2007 2076 2266 2326 

5962 6173 6003 6149 5976 5997
5952

6161

5726

25.5%
28.2% 28.8%

29.7%
33.1% 33.5% 34.9%
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40.6%
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1998年 2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年 2019年 2022年

通院しながら働く人 就業者数 就業者に占める通院しながら働く人数の割合

通院しながら働く労働者の割合

（令和元年） （令和４年）（平成28年）（平成25年）（平成16年）（平成13年）（平成10年） （平成22年）（平成19年）

〇 何らかの疾病により通院しながら働く労働者の割合は年々上昇している。

50



疾病を抱える労働者を取り巻く状況②

〇 疾病を抱える労働者の中には、疾病に対する労働者自身の不十分な理解や職場の理解・支援体
制の不足により、罹患後に早期の離職を余儀なくされ、更には職場復帰や復帰後の就業継続の場
面において様々な支障に直面している方も少なくない状況にあると考えられる。

疾病罹患後の就業継続・退職の状況 疾病罹患により退職した主な理由

※１ 過去 5 年間にがん・心疾患・脳血管疾患・肝炎・糖尿病・難病の病気治療を
した者（経過観察含む）

※２「疾病を理由に退職した」「疾病以外の理由で退職した」の合計

就業継続

74.6％

退職
25.4％

※２

※「疾病を理由に退職した」を対象に集計。

18.6 

25.3 

26.5 

28.0 

30.6 

0 10 20 30 40

治療や静養に必要な休みをと

ることが難しかった

会社や同僚、仕事関係の人々

に迷惑をかけると思った

治療と仕事を両立できるよう

な就業形態がなかった

治療・療養に専念するため

症状や副作用等のため仕事を

続ける自信がなくなった

（％）

仕事を続ける自信がなくなっ
た

治療や静養に必要な休みをと
ることが難しかった

治療・療養に専念するため

会社や同僚、仕事関係の人々
に迷惑をかけると思った

両立できる就業形態がなかっ
た

資料出所：労働政策研究・研修機構 調査シリーズNo.241「病気と仕事の両立に関する実態調査（患者WEB調査）」（2024）を労働衛生課にて一部改変
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事業場における取組の状況

治療と仕事を両立できるような取組の有無

〇 治療と就業の両立支援の「取組がない」が約３割、「取組がある」とする約６割の内訳も多くは個別
対応であり、社内制度や支援体制等の環境整備に取り組んでいるものは少ない。

取組の内容

35.9 

34.4 

18.5 

14.6 

1.5 

（％）

通院や体調等の状況に合わせ
た配慮、措置の検討

休暇制度、勤務制度等の整備

相談窓口等の明確化

両立支援に関する体制の整備

意識啓発（研修等）

その他の取組

治療と仕事を両

立できるような取

組がない

34.3%

不明

6.9%

治療と仕事を両立

できるような取組が

ある

58.8％

86.4

資料出所：令和４年 労働安全衛生調査（実態調査） 52



労働施策総合推進法（抄）

〇 労働施策総合推進法等の一部を改正する法律（令和７年法律第63号）により第二十七条の三
を新設（施行期日：令和８年４月１日）

53

第八章 治療と就業の両立支援

第二十七条の三 事業主は、疾病、負傷その他の理由により治療を受ける労働者について、

就業によつて疾病又は負傷の症状が増悪すること等を防止し、その治療と就業との両立

を支援するため、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の

整備その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

２ 厚生労働大臣は、前項に規定する措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため

必要な指針（以下この条において「治療と就業の両立支援指針」という。）を定め、

これを公表するものとする。

３ 治療と就業の両立支援指針は、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）

第七十条の二第一項に規定する指針と調和が保たれたものでなければならない。

４ 厚生労働大臣は、治療と就業の両立支援指針に従い、事業主又はその団体に対し、

必要な指導、援助等を行うことができる。



治療と就業の両立支援とは

病気を抱える労働者の状況

がん等の病気を抱える労働者の中には、職場の理解や支援
体制が十分でなく、就業をあきらめてしまうケースが少なく
ありません。
今後、高齢者の就労の増加等を背景に、どの職場でも病気

を抱えながら仕事をする労働者は増えていきます。

治療と就業の両立支援とは

大切な人材が病気になっても、治療を受けながら安心して
働き続けられるよう支援するため、本人からの相談に応じ、
適切に対応できる体制・環境を整備し、必要な就業上の調整
や配慮を行う取組です。

両立支援に取り組む意義

労働者の健康確保及び就業継続とともに、社員全体の安心
感やモチベーションの向上による人材の定着、生産性の向上
といった企業の成長につながります。
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治療と仕事の両立支援施策

➢ ガイドライン、マニュアル等の整備・周知啓発
「治療と仕事の両立支援ガイドライン」（平成28年２月公表） 、「企業・医療機関の連携のためのマニュアル」等

➢「産業保健総合支援センター」による企業支援
各都道府県の産業保健総合支援センターに治療と仕事の両立支援の専門スタッフを配置し、専門的研修や相談対応、

事業場への訪問による制度導入支援等の企業支援を実施（無料）

➢「両立支援コーディネーター」の養成
独立行政法人労働者健康安全機構において養成研修を実施（無料）

➢「診療報酬」による医療機関の連携促進
平成30年度診療報酬改定において、両立支援指導料を新設

➢「地域両立支援推進チーム」の設置
各都道府県労働局を事務局とし、自治体、地域の企業、医療機関、支援機関等との連携した取組の推進

➢ ポータルサイト「治療と仕事の両立支援ナビ」
企業や医療機関の取組事例等、総合的な情報発信
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治療と就業の両立支援の推進（労働施策総合推進法の改正）

〇 事業主に対し、職場における治療と就業の両立を促進するため必要な措
置を講じる努力義務を課す。

〇 当該措置の適切・有効な実施を図るための指針の根拠規定を整備する。

※ これまでの法的根拠がないガイドラインを、法律に基づく指針として
位置付けるものであり、ガイドラインを参考に策定する。

・ 高齢者の就労の増加や医療技術の進歩等を背景に、疾病を治療しながら
仕事をする労働者は年々増加しており、今後も一層の増加が見込まれて
いる。

・ 治療と仕事の両立支援対策を推進し、働きながら治療を続ける方の就業
環境を整備する必要。

⇒ ガイドラインによる事業主の取組の更なる促進を図る。

改正の趣旨

見直し内容
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治療と就業の両立支援指針（概要）

対象労働者： 雇用形態に関わらず全ての労働者
対 象 疾 病： 反復・継続した治療が必要と医師が判断した疾病（国際疾病分類に基づく。負傷を含む。）

労働施策総合推進法第27条の３第２項に基づき、事業主による、治療を受ける労働者の治療と就業の両立を支援
するための措置に関し、その適切かつ有効な実施を図るために必要な事項を定めるもの

趣旨

対象

●本人の申出 ●本人との十分な話合い、上司・同僚の理解 ●個別事例の特性に応じた配慮 ●個人情報の保護

【様式例の活用による、主治医や産業医等と連携した支援フロー】

〇 事業主による基本方針の表明 〇 研修等を通じた意識啓発 〇 相談窓口の明確化、社内の支援体制の整備

〇 両立支援に関する休暇制度・勤務制度の整備 （例：時間単位の有給休暇、病気休暇、時差出勤、テレワーク、短時間勤務 等）

両立支援に当たっての留意事項

個別の両立支援の進め方

両立支援を行うための環境整備

本人記載欄
（勤務情報）

医師記載欄
（意見書）

労働者 主治医事業場

❶ 勤務情報提供書

➋ 主治医意見書

⓪ 両立支援の申出

（人事労務）（産業医等）

勤務情報提供
書の作成支援

❸ 両立支援プラン
の作成

就業継続の可否や就
業上の措置等は、主
治医意見書を基に、
産業医等の意見を踏
まえ、労働者と十分
話し合った上で、事
業主が最終的に決定。 主治医意見書の提出

様式例
「主治医意見書」

様式例
「勤務情報
提供書」

様式例
「両立支援
プラン」

（配慮を受けたいという意思表示）

様式例
「両立支援
カード」
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治療と仕事の両立支援ガイドライン（平成2 8年２月公表）

〇 事業場における両立支援のための取組事項をまとめたもの

１ 両立支援を行うための環境整備

２ 個別の両立支援の進め方

〇 事業主の方針表明 〇 研修等を通じた意識啓発 〇 相談窓口の明確化、社内の支援体制の整備

〇 休暇制度・勤務制度の整備（例：時間単位の有給休暇、病気休暇、時差出勤、テレワーク、短時間勤務 等）

事業場 主治医
58

情報共有・連携

労働者

（人事労務）（産業医等）

様式例
「主治医意見書」

様式例
「勤務情報提供書」



治療と就業の両立支援指針の対象

対象労働者

対 象 疾 病

令和８年2月24日付け基発0224第6号・職発0224第29号「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び
職業生活の充実等に関する法律第８章の規定等の施行等について（通達）」

59

雇用形態に関わらず全ての労働者

反復・継続した治療が必要と医師が判断した疾病（国際疾病分類に基づく。負傷を含む。）

※ 個人事業主等（事業を行う者のうち労働者を使用しないもの及び中小企業の事業主又は役員）については、個人事業主
等として事業を行う上では、自らの心身の健康に配慮することが重要であり、各種支援を活用しつつ自らで健康管理を
行うことが基本であるため、対象とならない。

※ 治療を伴うが、短期で治癒するなど、就業の継続への影響や離職を余儀なくされることが想定されないもの
（感冒等）、疾病にあたらないもの（美容医療、審美歯科等）は、含まれない。

令和８年2月24日付け基発0224第6号・職発0224第29号「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び
職業生活の充実等に関する法律第８章の規定等の施行等について（通達）」



両立支援に当たっての留意事項

治療と就業の両立支援は、私傷病である疾病に関わるものであることから、労働者本人からの支援を
求める申出を端緒として取り組むことが基本となります。

労働者に対する措置等の検討に当たり、事業主が一方的に判断しないよう、以下の取組が必要です。

・就業継続の希望や配慮の要望を聴取し、十分な話合い等を通じて労働者本人の了解を得られるよう努
める

・疾病のり患をもって安易に就業を禁止せず、主治医や産業医等の意見を勘案して、可能な限り配置転
換、作業時間の短縮その他の必要な措置を講じて就業の機会を失わせないよう留意する

・疾病及びその治療に対する誤解や偏見等が生じないよう、事業主、人事労務担当者、上司・同僚等の
関係者において必要な配慮を行う

労働者が安心して申出を行える環境をつくるため、個人情報の保護も含めた事業場における治療と就
業の両立支援のルール及び体制の整備・明確化が重要です。
治療と就業の両立支援において労働者本人からの申出により事業主が把握した症状、治療の状況等の

疾病に関する個人情報については、当該情報を取り扱う者の範囲や第三者への漏えいの防止も含めた適
切な情報管理体制の整備が必要となります。

労働者本人の申出

労働者との十分な話合い、上司・同僚等の理解

個人情報の保護
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両立支援のための環境整備

労働者が安心して支援を求める申出を行えるように、また、支援の必

要性が生じてから事業場内の制度や体制等について検討を始めていては

適切な対応を行うことは困難なため、平時から治療と就業の両立支援を

行うための環境を整備しておくことが重要となります。
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両立支援のための環境整備

●事業主の方針表明

●研修等を通じた意識啓発

●相談窓口の明確化、社内の支援体制の整備

●両立支援に関する休暇制度・勤務制度の整備



個別の両立支援の進め方

事業場 主治医
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就業の状況等

治療の状況
就業継続の可否等に関する意見

情報共有・連携

個別の両立支援の進め方

治療と就業の両立支援を進める上では、事業場（人事労務、産業医等）
と主治医が、労働者本人と十分に話し合いながら情報交換を行い、連携
して対応することが重要



個別の両立支援の進め方（様式例の活用による支援フロー）

様式例 「勤務情報提供書」・「主治医意見書」を用いる場合

様式例 「両立支援カード」を用いる場合

労働者事業場

❶ 勤務情報提供書

➋ 主治医意見書

⓪ 両立支援の申出

（人事労務）（産業医等）

勤務情報提供
書の作成支援

❸ 両立支援プラン
の作成

就業継続の可否や就
業上の措置等は、主
治医意見書を基に、
産業医等の意見を踏
まえ、労働者と十分
話し合った上で、事
業主が最終的に決定。 主治医意見書の提出

様式例
「主治医意見書」

様式例
「勤務情報提供書」

様式例
「両立支援
プラン」

労働者 主治医事業場

⓪ 両立支援の申出

（人事労務）（産業医等）

❸ 両立支援プラン
の作成

就業継続の可否や就
業上の措置等は、主
治医意見書を基に、
産業医等の意見を踏
まえ、労働者と十分
話し合った上で、事
業主が最終的に決定。

様式例
「両立支援
プラン」

（配慮を受けたいという意思表示）

（配慮を受けたいという意思表示）

カードの提出

（企業の産業医等または

人事労務担当者等の確認）

➋ カード（意見書）の発行

❶ カード（勤務情報）の提出

本人記載欄
（勤務情報）

様式例
「両立支援カード」

医師記載欄
（意見書）

主治医
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支援を活用しましょう

厚労省の運営するポータルサ
イト「治療と仕事の両立支援
ナビ」では、

・指針に沿った取組の実践的
ガイダンス

・企業の取組事例
など総合的な情報提供を行っ
ていますので、参考にしてく
ださい。

都道府県産業保健総合支援セ
ンターでは、両立支援の専門
スタッフ（社労士、心理職、
保健師等）が配置されており、
・研修、相談、事業場への訪
問による制度導入支援

・事業主と労働者の間の個別
の両立支援の調整及び両立
支援プランの作成支援

等支援が無料で受けられます。

社内での相談窓口、両立支援
の調整役となる人材を育てま
しょう。

両立支援コーディネーター養
成研修はウェブで無料で受け
ることができますので、人事
労務担当者や産業保健スタッ
フを受講させるといいでしょ
う。

都道府県労働局に設置されて
いる「地域両立支援推進チー
ム」では、自治体や地域の支
援機関等と連携して、
・両立支援のイベントの実施
・事業主等が活用可能な各地
域における支援事業の情報
の提供

等を行っています。

専門スタッフの支援を活用 地域の支援情報

両立支援ナビをチェック 両立支援コーディネーター

研修申込等両立支援ナビ

産保センター
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両立支援コーディネーターとは

〇 両立支援コーディネーターは、患者である労働者に寄り添い、職場と医療機関の間の情報の橋渡しを
行いながら、継続的な相談支援等を行う役割を担う

企業のコーディネーター

・人事労務担当者
・産業保健スタッフ

支援機関のコーディネーター

・社会保険労務士
・産業カウンセラー
・キャリアコンサルタント 等

医療機関のコーディネーター

・医療ソーシャルワーカー
・看護師 等
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「島根産業保健総合支援センター」による企業支援

〇 島根産業保健総合支援センターでは、治療と仕事の両立支援の専門スタッフを配置し、専門的研修
や相談対応、事業場への訪問による制度導入支援等の企業支援を実施しています（無料）

➢ 産業保健関係者を対象とした専門的研修
産業医、保健師、衛生管理者等の産業保健関係者を対象とし
て、治療と仕事の両立支援をテーマとする専門的研修を実施。

➢ 事業場への相談対応・訪問支援
専門的な相談に窓口、電話、メール等により対応。また、事業場
の依頼を受けて、専門スタッフが事業場を訪問し、制度導入等の支
援や社員教育等を実施。

➢ 個別調整支援
患者（労働者）本人又は事業場の申出を受けて、専門スタッフ
が個別の治療と仕事の両立支援の調整を行い、両立支援プランの
作成を支援。
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の治療と就業の両立支援
（島根産業保健総合支援センター）

お問い合わせ ０８５２-５９-５８０１

主治医からの診断書の内容が
具体的でなく会社でどう配慮
してよいかわからない。

がんの手術をした労働者がいる。
会社としても仕事を続けてもら
いたいが、必要な配慮は？

インスリン治療をしている従業
員に運転業務をさせてもよい？

利用
無料

労働者（患者）が病気の治療を受けながら安心かつ安全に
働き続けられるように事業場が環境を整える取組のこと。

支援内容

申込はこちらから→
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ご清聴ありがとうございました

ますます
暑くなりますが
皆さま

健康でご安全に
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